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要旨：杭で支持されるフーチングのようにせん断スパン比の小さいディープビームと呼ばれる部材は，せん

断力に対する耐荷機構が比較的せん断スパン比の大きい棒部材と異なるとされている。本研究では，主に地

中鉄筋コンクリート構造物の耐震補強に用いられている後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用いた耐震

補強工法をディープビームへ適用した時の補強効果について検討した。ディープビーム梁試験体の載荷実験

より，本工法により半円形フックタイプのせん断補強鉄筋と同程度の補強効果が得られることが示された。 
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1. はじめに 

 杭で支持される橋脚のフーチングのようなせん断スパ

ン比の小さい部材はディープビームと呼ばれる。ディー

プビームはせん断力に対する耐荷機構が比較的せん断ス

パン比の大きい棒部材とは異なるとされている 1)。ディ

ープビームにスターラップを配置した場合は，トラス理

論により算定されるせん断補強鉄筋が負担するせん断力

と同等の補強効果は得られないものの，せん断補強鉄筋

比やせん断スパン比に応じた補強効果が得られることが

既往の研究で明らかになっている 2)。2007 年制定コンク

リート標準示方書 1)においても，既往の実験結果を基に

したディープビームのせん断耐力算定式が示されている。 

 著者らは，主に地中鉄筋コンクリート（以下，RC）構

造物のせん断耐力向上を目的とした耐震補強技術 3)を開

発しており，これまでに多くの適用実績がある。本工法

は，写真－1 に示す手前側に矩形プレートを，埋込側に

小型の円形プレートをそれぞれ摩擦圧接したせん断補強

鉄筋（以下，後施工プレート定着型せん断補強鉄筋）を，

既設の RC 構造物に削孔した孔内に差し込み，モルタル

充填材により固定することで構造躯体と一体化させるも

のである。 

 斜めひび割れの発生によってせん断破壊に至る比較的

せん断スパン比の大きい部材だけでなく，ディープビー

ム部材においても，せん断耐力不足を解消するために耐

震補強が求められることがある。そこで，本研究では後

施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用いた耐震補強工

法をせん断スパン比の小さいディープビーム部材へ適用

した場合の補強効果に関する検討として，RC 梁試験体

の静的載荷試験を行った。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 実験のパラメータは，せん断補強鉄筋の種類，せん断

補強鉄筋比，せん断スパン比とした。実験ケースの一覧

を表－1 に示す。また，使用したコンクリートの配合を

表－2 に示す。実験に用いたのは，図－1 に示す幅 550mm，

高さ 680mm の断面を有する RC 梁試験体 5 体である。有

効高さ 600mm の位置に引張側軸方向主鉄筋として異型

PC 鋼棒 D32 が 3 本配置され，圧縮側には異型鉄筋 D13

が 2 本配置されている。 

 Case-1 の試験体は，せん断スパン内にせん断補強鉄筋

が配置されていない試験体である。Case-2,3,4 の試験体

については，せん断スパン内にせん断補強鉄筋が配置さ

れていない試験体に対して，材齢 20 日で D16 または D19

の後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用いたせん断

補強を行っている。後施工プレート定着型せん断補強鉄

筋はいずれのケースも片側のスパンは上面から，もう一

方のスパンは底面から挿入した。Case-5 は半円形フック

タイプのせん断補強鉄筋D16が予め配置されている試験

体である。なお，せん断補強鉄筋にはいずれも SD345 を

用いている。また，Case-1,2,3,4 については，一般的な土

木構造物の配筋を考慮して，配力鉄筋を配置した。その

鉄筋径は，後施工プレート定着型せん断補強鉄筋に合わ 
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せて，Case1,2,4 は D16，Case-3 は D19 とした。Case-5

については，せん断補強鉄筋の底面側が主鉄筋に直交し

た配置となっており，配力鉄筋として見込めるものとし

て考えた。 

2.2 載荷方法および測定項目 

 載荷は 2 点載荷による静的単調載荷とした。載荷試験

状況を写真－2 に示す。載荷板および支承板にはそれぞ

表－1 実験ケース一覧 

図－1 試験体概要 
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Case-1 Case-2 Case-3 Case-4 Case-5
せん断補強
鉄筋の有無

基本ケース pwの違い a/dの違い
鉄筋種類
の違い

950 950 760 712.5 950
1.58 1.58 1.27 1.19 1.58
600 600 980 600 600

種類 なし 半円形フック
ピッチ - D16@237.5mm D19@190mm D16@237.5mm D16@237.5mm

せん断補強鉄筋比pw（%） 0.00 0.30 0.55 0.30 0.30

降伏強度fy(N/mm
2
) - 392 384 392 392

径・本数

降伏強度fy(N/mm
2
)

33.0
（材齢47日）

32.8
（材齢40日）

33.0
（材齢49日）

33.9
（材齢46日）

34.0
（材齢39日）

実験 最大荷重Pexp(kN) 1661 2131 2973 2857 2147

計算 最大荷重Pcal(kN) 1340 1971 2454 2482 2019

1.24 1.08 1.21 1.15 1.06

＊網掛けは，第1ピーク点の荷重を最大荷重とした．

最大荷重の実験値Pexp/Pcal

後施工プレート定着型せん断補強鉄筋

実験ケース

検討項目

せん断スパン比　a/d

コンクリート強度f'c(N/mm
2
)

せん断
補強鉄筋

D32×3本引張側
主鉄筋 940　＊ひずみ0.2%時

せん断スパン　a(mm)

等曲げ区間　b(mm)

2144 2232
最大荷重時の圧縮縁

コンクリートひずみ(μ)
1978 2353 1942

写真－2 載荷試験状況 

水 セメント 細骨材 粗骨材 混和剤

62.4 43.3 158 253 818 1096 1.52

W/C

(%)

s/a

(%)

単位量(kg/m
3
)

表－2 コンクリートの配合 
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れ幅 100mm の鋼板を用いた。試験体中央における鉛直

変位，引張鉄筋およびせん断補強鉄筋のひずみ，試験体

中央上面のコンクリートひずみについて測定を行った。

せん断補強鉄筋のひずみは部材高さ方向中央位置にひず

みゲージを表裏の 2 ヶ所に貼付け，すべてのせん断補強

鉄筋で測定した。 

 

3. 実験結果 

3.1 せん断耐力 

 図－2 に各ケースの荷重－変位関係を示す。Case-1,5

は，せん断破壊により荷重が大きく低下した時点で載荷

を終了した。また，Case-2,3,4 は，曲げ圧壊後に再び荷

重が増加し続けたが，主鉄筋が降伏に至る前で載荷を終

了した。 

 表－1 中には，実験によるせん断耐力とコンクリート

標準示方書の式の基になっている実験式（式(1)）2)に鉄

筋およびコンクリートの実強度を用いて算出したせん断

耐力 V より求めた最大荷重を併せて示す。式(1)は半円形

フックタイプのせん断補強鉄筋を有するディープビーム

の載荷実験結果に基づいており，せん断補強鉄筋がコン

クリート負担分のせん断耐力 Vc の増加に寄与するとし

て，係数 k を乗じるものである。係数 k に関する式(2)

は，せん断補強鉄筋の補強効果に影響を及ぼすとされて

いるせん断補強鉄筋比およびせん断スパン比がパラメー

タとなっている。また，Vcの算定式（式(3)）4)はせん断

補強鉄筋を用いないディープビームのせん断耐力算定式

として提案されたものである。 
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ここで，pw：せん断補強鉄筋比，a：せん断スパン(mm)，

d：有効高さ(mm)，f ’c：コンクリートの圧縮強度(N/mm2)， 

pt：引張鉄筋比，r：載荷板の部材軸方向長さ(mm)，bw：

部材幅(mm)である。 

(1) せん断補強鉄筋種類の違い 

 図－2(a)に Case-1,2,5 の荷重－変位関係を示す。

Case-1,2,5 はせん断補強鉄筋の種類以外は同じ諸元であ

るせん断スパン比 a/d=1.58，せん断補強鉄筋比 pw=0.30%

（Case-2,5）の試験体である。せん断補強鉄筋はそれぞ

れ，Case-1 はなし，Case-2 は後施工プレート定着型せん

断補強鉄筋，Case-5 は半円形フックタイプである。Case-1

に対して，Case-2,5 は最大荷重が 30%程度増加しており，

せん断補強鉄筋による補強効果が確認できる。なお，後

施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用いた Case-2 は

等曲げ区間内の圧縮領域で圧壊が生じたために，一度荷

重が低下した後，再び荷重が増加している。そのため，

ここでは曲げ圧壊により荷重が低下した時点を最大荷重

とした。最大荷重の計算値に対する実験値の比率は，

Case-1 が 1.24，Case-2 が 1.08，Case-5 が 1.06 であった。

せん断補強鉄筋種類が異なる Case-2 と Case-5 で比較す

ると，後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用いた

Case-2では半円形フックタイプのCase-5と同程度の補強
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効果が得られている。せん断補強鉄筋のない Case-1 では

計算値に対する実験値の比率が比較的大きくなっている

が，実験のばらつきなども考えられ，今後，他ケースの

結果と併せて補強効果の定量的な検討を進めていく必要

がある。 

(2) せん断補強鉄筋比 pw の違い 

 図－2(b)に Case-3 の荷重－変位関係を示す。Case-3 は

Case-2 よりもせん断補強鉄筋比が大きく，pw=0.55%のケ

ースである。なお，本ケースはせん断スパン比 a/d=1.27

である。 

 Case-2 と同様に等曲げ区間の圧縮領域で圧壊が生じた

が，最大荷重の計算値に対する実験値の比率は 1.21 であ

り，せん断補強鉄筋比が大きい場合でも相応の補強効果

が得られることが示された。 

(3) せん断スパン比 a/d の違い 

 図－2(c)に Case-4 の荷重－変位関係を示す。Case-4 は

Case-2 よりもせん断スパン比が小さく，a/d=1.19 のケー

スである。 

 Case-2 と同様に等曲げ区間の圧縮領域で圧壊が生じた

が，最大荷重の計算値に対する実験値の比率は 1.15 であ

り，せん断補スパン比が小さい場合でも相応の補強効果

が得られることが示された。 

(4) 後施工プレート定着型せん断補強鉄筋によるディ

ープビーム部材のせん断補強効果 

 斜めひび割れの発生によってせん断破壊に至る比較的

せん断スパン比の大きい棒部材に対して本工法によるせ

ん断補強を行った場合，埋込み側の円形プレートの定着

性能が半円形フックより小さいため，その補強効果はト

ラス理論に対してせん断耐力の有効係数β（上限は 0.9）

を乗じて評価される 3)。しかし，本工法によりディープ

ビーム部材のせん断補強を行う場合には，せん断補強鉄

筋種類の違いによる比較や実験式に対する最大荷重の比

率より，新設構造物に用いられる半円形フックタイプの

せん断補強鉄筋と同程度の補強効果が得られることが実

験結果より示された。 

3.2 破壊性状 

 図－3 に各ケースの最大荷重後におけるひび割れ状況

を示す。いずれのケースも最初にスパン中央に曲げひび

割れが発生し，その後，載荷点と支点を結ぶ斜めひび割

れが発生している。せん断補強鉄筋を配置していない

Case-1 と半円形フックタイプのせん断補強鉄筋を配置し

た Case-5 は斜めひび割れが大きく開口して，せん断破壊

により荷重が低下した。一方，後施工プレート定着型せ

ん断補強鉄筋を配置した Case-2,3,4 はせん断破壊に至る

前に，等曲げ区間内の圧縮領域で圧壊が生じて，荷重が

低下した。表－1 中に示すように，各ケースの最大荷重

時点における圧縮縁のコンクリートひずみは Case-2,3,4

で 1,942～2,343μ，Case-1,5 では 1,978～2,232μであり，

終局ひずみに近い値となっていた。そのため，コンクリ

ート圧縮ひずみの僅かな差により，破壊モードが異なる

結果になったものと推察される。 

 斜めひび割れの本数に着目すると，せん断補強鉄筋を

配置していないCase-1は 1本の斜めひび割れが発達して

いる。一方，半円形フックタイプのせん断補強鉄筋を配

置した Case-5 は複数の斜めひび割れが発生しており，せ

ん断補強鉄筋を配置したことによりひび割れが分散して

いる。後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を配置した

Case-2,3,4 についてもせん断スパン内に複数の斜めひび

割れが発生しており，半円形フックタイプのせん断補強

鉄筋と同様にひび割れ分散に寄与している。なお，後施

工プレート定着型せん断補強鉄筋を上面から挿入した図

中左側のスパンと下面から挿入した右側のスパンで，ひ

び割れ進展状況に明瞭な差は見られなかった。実験ケー

スによっては斜めひび割れの発生角度に若干違いが見ら

れるものの，後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用

いた場合と半円形フックタイプのせん断補強鉄筋を用い

図－3 最大荷重後のひび割れ状況 

(a) Case-1 

(b) Case-2 

(c) Case-3 

(d) Case-4 

(e) Case-5 
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た場合で，ひび割れ分散性能は同程度であった。 

3.3 せん断補強鉄筋のひずみ 

 図－4にCase-2,3,4,5のせん断補強鉄筋のひずみの分布

を示す。横軸は計測位置を試験体の軸方向中央位置から

の距離で示しており，これは図－3 に示したひび割れ図

の中央位置からの距離と対応している。縦軸はせん断補

強鉄筋のひずみを表裏で計測された値の平均値で示して

いる。また，グラフ中の破線はせん断補強鉄筋の降伏ひ

ずみを示している。 

 半円形フックタイプのせん断補強鉄筋を配置した

Case-5 は左右両側のせん断スパンでそれぞれ中央から 2

本目のせん断補強鉄筋が荷重1,300～1,600kNの時点で降

伏している。ひび割れ図と対応してみると，このせん断

補強鉄筋は，ひずみ計測位置である部材高さ方向中央位

置で斜めひび割れと交わっている。 

 Case-5 と同じ緒元で後施工プレート定着型せん断補強

鉄筋を配置した Case-2 は，片側のせん断スパンで中央か

ら 1 本目のせん断補強鉄筋が荷重 1,600kN の時点で降伏

ひずみに到達している。本実験では，ひずみゲージを部

材高さ方向中央位置に貼付けているが，斜めひび割れと

鉄筋の交差位置がゲージ位置から離れていることなどか

ら Case-5 のように降伏してひずみが大きく増加する傾

向は示していないものの，せん断補強鉄筋による補強効

果は確認できる。 

 同じく後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を配置し

たケースで，Case-3 は片側のせん断スパンで中央から 1

本目のせん断補強鉄筋が最大荷重までに降伏ひずみに到

達している。Case-4 は左右両側のせん断スパンでそれぞ

れ中央から 1 本目のせん断補強鉄筋が最大荷重までに降

伏している。 

 また，Case-2,3,4 で後施工プレート定着型せん断補強

鉄筋を上面から挿入した図中左側のスパンと下面から挿

入した右側のスパンで，ひずみ分布に明瞭な差は見られ

なかった。 

 以上より，後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を配

置した場合でも，半円形フックタイプのせん断補強鉄筋

と同じようにせん断力を分担しており，その補強効果を

確認することができた。 

図－4 せん断補強鉄筋のひずみ分布 

(a) Case-2 (b) Case-3 

(c) Case-4 (d) Case-5 

＊グラフ中の破線はせん断補強鉄筋の降伏ひずみ
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4. まとめ 

 本研究では後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用

いた耐震補強工法をせん断スパン比の小さいディープビ

ーム部材へ適用した場合の補強効果に関する検討として， 

RC 梁試験体の静的載荷試験を行った。本実験条件の範

囲において得られた知見を以下に示す。 

(1) 後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用いた工

法によりディープビーム部材のせん断補強を行っ

た場合，新設構造物に用いられる半円形フックタイ

プのせん断補強鉄筋と同程度の補強効果が得られ

ることがせん断耐力の実験結果より示された。 

(2) 実験ケースによっては斜めひび割れの発生角度に

若干違いが見られるものの，後施工プレート定着型

せん断補強鉄筋を用いた場合，半円形フックタイプ

のせん断補強鉄筋を用いた場合と同程度に斜めひ

び割れが分散して生じることが明らかになった。 

(3) せん断補強鉄筋のひずみより，後施工プレート定着

型せん断補強鉄筋を用いた場合，半円形フックタイ

プのせん断補強鉄筋を用いた場合と同じようにせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ん断力を分担しており，その補強効果を確認した。 

 後施工プレート定着型せん断補強鉄筋を用いた耐震補

強工法をディープビーム部材へ適用した場合の補強設計

手法や，数値解析等による破壊メカニズムの解明につい

ては，今後，検討を行っていく予定である。 
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